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１ 叶画の日的

（１） 中期 的な財政収支の見通 しを立て、 現在及 び将来にわた

を捉え、 財政運営の健全性を確保する ため の対応策 を明ら

た ところ の問題 点

、 に す る。

（２） 中期的観点から総合計画 で定め る目標に向け施策・事業

明 確 に し、 こ れ ら の 施 策 ・ 事 業 の 後 年度 負 担 等 を 的確 に 把

選 択、 位 置 づけ を

す る。

（３） 財 政 に 関 す る 情 報 を幅 広 く 公 開 し、 行 財 政 運 営 へ の 理 解

的に着実に実施するための契 機とす るとともに実効性を高

深 め、 改 善 を 日 常

る も の と す る。

（４） 将来の 財政収支の見通しを明らかにしながら、 実施計画

算 編 成 ・ 執 行 並 び に行 政 管 理 の 是 正 を 図る。

策 定 ・ 見 直 し、 予

２ 叶画期簡及び会叶単位

（１） 計画期 問 平 成１ ７年度から平成２１年度までの５カ 間

（２） 会計単位 一般会計

３ 叶画策定の基本的害項

厳 しい財政状況が想定される中、 自 主的・ 自立 的な 財政運

基盤 を確立し、 財政の健全性を確保するため 次の基本的事 項

と す る。

なお、 国県 の状況変化に即応できるよう必 要時にお いて見

る
。

を可能 とする 財政

基に策定する もの

しを行う ものとす

（１） 村税等の 自主財源の大幅な増収が見込めないこ とか ら、

善 を 図 る。

財 政 運 営 全 般 の 改 ．

（２） 住民との協同、 官民の役割分担 による行 政のスリム化 を足進 す る。



（３）

（４）

幾 簑 瓢 ㌶器幾言芸㌣㌘点化や

る
１
オ政構造の弾力性を高めるため・ 経常経費の縮減と公債

叩
比率

㍗
改善に努め

４ 慮 入 ・ 慮 出 の 賦 算 基 準 （考え方）

前 提 条 件 と して、 ① 経 済 成 長 率 はＯ べ一 ス、② 三 位 一体 改 革 の 税 、移 譲 に つ い て は、

平成 １６ 年度から所得譲与税及び税源移譲予定特例交付金が予算イ さ れ将来的には個

人住民税等 に反 映する こととなるが、 同時に補助 負担金の削減も 幅 （３兆円規模）

に な さ れ る もの とさ れて いる。 しか し、 現 時 点 で は 平 成 １ ７ 年 度坦 降国 保 や 義 務 教 育

費を含めた補助負 担金 を削 減し、 所得譲与税や税源移譲予定交付 として配分す る方

針 が 出 さ れた が、 いま だ不 透 明 であ る こ とか ら、 今 回 の 推 計 に は’ 成 １ ６ 年 度 の 所 得

譲 与 税 の み 計 上 し、 そ の 他 は 考 慮 し な い も の と す る。 また、 入 湯禾 等 に つ い て も、 桜

井郷温泉 関係 で増額要素 も考え られる が、 中越大震災による影響 あることか ら増額

要 素 は考 慮 しな い もの と す る。 ③ 人 口 推 計 は、 従 来 か ら使 用 してレ る コ ー ホー ト方 式

で の推 計 値 を使 用 す る。 ④ 資 料 数 値 は決 算 統 計 の 数 値 を基 本 とす ・。 ⑤ 普 通 建設 事 業

につ いて は、 実 施 計 画 の 事 業 を は じ め 事 務 事 業 の 見 直 しを 含 め 再三 整 す る 必 要 が ある

こ とか ら未 計 上 と す る。

（国県 継 続事業 につ いて は、 １６ 年 度 に事業 終 了する こ とか ら１ ７年度 か 一は 未計 上）

５ 財政見通 し

歳 入

（１） 村民税個人均等割

人口 推計 によ る納 税 者数 に均 等割 額
一
（３，０００ 円） を乗 じて 算出

（２） 村民税個人所得割

住 民 一人当 た りの 所 得割額 を 生産 年齢 推計 人口 によ り算 出。

（前年 度 単価 に当 該推 計人 口 を乗 じる。）

３



（３） その他税

（１） 法人住 民 税

現在の経済状況が今後も続くものと予想され急激な伸びは坤待できないことから

平成 １５ 年度 決算 額で 固定。

（２） 固定資産税

３ 年 ごとの 見 直し と税 制改 正を 考慮 し、 平 成１ ０年 か ら平

年） の６ 年 間の 平均 値で 固定。

１５年決算額 （見直

（３） 軽自動車税

前年 度 の １ ５～ ７ ４歳 ま での 人 口推 定値 一 人 当た り の税

７４ 歳ま で の人 口推 定値 を 乗 じて 算 出。

に当 該 年度 の １５ ～

（４） た ばこ税

た ばこ税 の改 定 により 変動 を きた して いる ことか ら、 平成

一 ス とし て毎 年度 ３％ 減少 する もの と して算 出。

１６ 年度 当初 予算 をべ

（５） 入湯 税

増額 の要 素 はある が、 中 越大 震災 の影 響を 考慮 し、 平 成１

算 額 の６ 年 間の 平均 値で 固定。

年 から 平成 １５年 決

地 方 税 試 算 単位：千円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ ０ Ｈ ２ １ 年

地 方 税 計 ９０５，６６９ ９０３，９０６ ９０２，１７７ ９００４８８ ８９８，８３４

個 人 均 等 割 ８
，
８８０ ８

，
８６８ ８

，
８５３ ８ ８４１ ８

，
８２９

個 人 所 得 割 １９８
，
Ｏ０３ １９７

，
５４７ １９７

，
０９１ １９６ ６３５ １９６

，
１７９

法 人 住 民 税 ３９，６４４ ３９，６４４ ３９，６４４ ３９６４４ ３９，６４４

固 定 資 産 税 ５７６，９４５ ５７６，９４５ ５７６，９４５ ５７６９４５ ５７６，９４５

軽 自 動 車 税 １５，３３９ １５，２９６ １５，２５３ １５２１０ １５，１６７

た ば こ 税 ４１，７２８ ４０，４７６ ３９，２６１ ３８０８３ ３６，９４０

入 湯 税 ２５
，

１３０ ２５
，
１３０ ２５

，
１３０ ２５ １３０ ２５

，
１３０

４



参 考

※ 地方 税の 状況 単 位 ： 千 円

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 当 初

地 方 税 計 ９０１
，
６６０ ９７０

，
２９３ ９１７，２０４ ９４８

，
３５１ ９６６

，
９６４ ９０７

，
９９３ ９１０，

８８７

個 人 均 等 ６
，

３６８ ６
，

０８６ ６
，

１８６ ６
，

０１５ ６，０６２ ６，０３３ ６
，

０２５

個 人 所 得 ２１８，９３０ ２２３，５５４ ２０７，１０７ ２０９
，
０６１ ２１２

，
９６０ ２０２

，
６５７ １９８

，４０５

法 人 ５８
，
４６４ ７６

，
２２８ ４９

，
３０１ ５０

，
９１７ ４６，９５０ ３９

，
６４４ ４０

，
００１

固定 資 産 ５３４，７１１ ５７８
，
４５８ ５６４

，
２８０ ５９２

．
６１７ ６１５

，
４３９ ５７６

１１６７ ５８２，０００

軽自 動 車 １２
，
６８８ １３

，
０３９ １３１

８４０ １４，２６５ １４，６５８ １５
，
３０４ １５

，
３７２

た ば こ ３９，１３１ ４０，７２０ ４１
，
５３１ ４２

，
５１２ ４０

，
１７１ ４１

，
６８１ ４３

，０１９

入 湯 ２３
，
３５１ ２４

，
３５３ ２７

，
６００ ２５

，
６０５ ２３，３６５ ２６

，
５０７ ２６

，
０６５

特 別 土 地 保 有 税 ８
，

０１７ ７
，

８５５ ７
，

３５９ ７，３５９ ７，３５９ ０ Ｏ

地 方 交 付 税

（１） 普通交付税

市町 村分 と しての 出ロ ベー ス での 交付税 は Ｈ１ ５で ７． ３ ％、 Ｈ

減 とな り Ｈ１４年 の 財政諮 問 会議 の １２ 年 べ一 スで Ｈ１８ 年度 の８ ０

に 減額 が推 移して いる。 ま た １４年 度か ら １６年 度 の３ ヵ 年で の段 階

費 補正 の見 直し 等につ い ても 同様 で あり、 交 付税 の急 速な 縮 減が 図

成 １８年 度 まで は現行 維 持の 要素 も ある が、 内容 につ いて 現 時点で

もの であ り、 地方 財 政計画 の 総体 が財 政対 策債 等 を含め 現 時点 では

以 上の こ とか ら、 １ ６年 度予 算の 現時 点で の交 付 予定 額を べ一ス

対前 年比 ４％ 削減 し、 特別 交 付税 を差 し引 いた 額 とする。

１ ６ 年 度 は ６． ５ ％ の

６％ の目 標よ り早 め

正の 引き 下 げ、 事業

一
れ て い る 。 ま た 、 平

ま明 確 にさ れて いな い

・明 確 と な っ て い る。

して Ｈ１ ７年 度か ら

（２） 特別交付税

交付 税総 額の ６％ 分と して 試算 す る。

（３） 高資本対策費

平成１５年度において下水道料金値上げに係る高資本対策費が１

とな って お り、 そ の 額を 想定 する が、 財 政試 算表 には 加え ない もの

年度交付されること

す る。

（供用開始から 蛎 年間が交付対象期間’ 酌 脆 年供用開始のため

丁

舳 年度が最終年）

５



交付税試算 単 位：干円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ ０ 年 Ｈ ２ １ 年

地 方 交 付 税 ９９７，９０９ ９５７，９９２ ９１９，６７２ ８８２８８５ ８４７，５６９

普 通 交 付 税 ９３８
，

０３５ ８４０
，
３１５ ８０６

，
７０２ ７７ ４３４ ７４３

，
４５６

特 別 交 付 税 ５９，８７４ ５７，４７９ ５５，１８０ ５弓 ９７３ ５０，８５４

高 資 本 対 策 資 ５０
，
ＯＯＯ

※ 交 付 税 の 見 方 は 各 自 治 体 で 違 い は あ る が、 長 期 的 に は ２０～３０％ 減額 で 試算 し て い

１６ 年 度 か ら １８．５
％ の 減 額 で 試 算。

参 考

※ 交 付 税 の 状 況

こ と か ら、 今 回 は、 平 成

単 位 ： 千 円

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 予 定

地 方 交 付 税 １，
３９２，

０５８ １，４３０，４１０ １，３９８，６５４ １，３７１，７２７ １，２３２，９２８ １，０６６，３５０ １，０３９，４８９

普 通 交 付 税 １
，

３６７
，

６１０ １
，
４０３

，
５９２ １

，
３７０

，
７１５ １

，
２５７

．
７１７ １

，
１２４

，
２１４ ９６６

，
４８３ ９８０

，
４８９

特身１１交 付 税 ２４，４４８ ２６，８１８ ２７，９３９ ｌ１４，０１０ １０８，
７１４ ９９，８６７ ５９，０００

こ と か ら、 今 回 は、 平 成

国の予算では所得譲与税等税源移譲の関係で増額される要素はある

で ある こと から、 これ を考 慮す るこ となく 平 成１６ 年 予算 の歳 入予 定

ミ、 現時 点で は不 明確

で 固 定
。

地方譲与税

項 目 Ｈ １ ７ 年

地 方 認 与 税 ８４，Ｏ００

Ｈ １８ 年

８４
，
Ｏ００

Ｈ １ ９ 年

８４
，
ＯＯＯ

Ｈ斧０年

４
，
０００

単 位：千 円

Ｈ ２ １ 年

８４
，
０００

参 考

※地方譲与税

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４

地 方 譲 与 税 ６３
．
５９８ ６４．７５２ ６６．５７１ ６６．１３９ ６６

，
３４２

Ｈ１５

７０
，
２６６

単 位 ： 千 円

Ｈ１６ 予定

８４
，
０００

（Ｈ１６ 当 初 の 地 方 譲 与 税 は所 得 譲 与税 １４
，
０ ０ ０ 千 円 を 含 む。 ）

地 方 交 付
」
金

利子 割 交付 金 は景気 動 向に 左右 さ れる が、 今回 は 経済 成長 率を ０ とレて いる こ と、 また、

６



地方消費税交付金を始めとした交付金にレま多少の増額 は考慮される 叩 の・ 新たな税源移譲

に 伴う 税源 移譲 予 定特 例 交付 金等 現 時点 では 不明 確な 点 が多 い事 か らｊ

ら は考 慮せ ず、 平成 １６ 年予 算 の歳 入予 定額 で固 定。

地方交付金試算

項 目

地 方 交 付 金 叶

利 子 割 交 付 金

地 方 消 資 税 交 付 金

白 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

交通 安全 対 策特別 交付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 譲 渡 割 交 付 金

Ｈ １ ７ 年

１４０，８３３

４
，
８００

８４，ＯＯＯ

２８
，

０００

２２
，

５００

１
，
４８０

４７

６

Ｈ １ ８ 年

１４０，８３３

４
，
８００

８４
，
ＯＯＯ

２８
，
ＯＯＯ

２２
，
５００

１
，
４８０

４７

６

Ｈ １ ９ 年

１４０，８３３

４
，
８００

８４
，
０００

２８
，
ＯＯＯ

２２
，
５００

１
，４８０

４７

６

今回 の試 算 で はこ れ

Ｈ
■

０ 年

１４０，８３３

４
，
８００

８４，０００

２８
，
ＯＯＯ

２２，５００

１
，
４８０

４７

６

単 位：千 円

Ｈ ２ １ 年

１４０，８３３

４
，
８００

８４
，
ＯＯＯ

２８
，
０００

２２，５００

１
，
４８０

４７

６

参 考

※地方交付金の状況

項 目

地 方 交 付 金 計

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税交 付 金

特 別 地方 消 費税 交付 金

自動車取得税交付金

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

Ｈ１Ｏ

１４５，１０４

７
，

３４６

８２
，
１２９

１９
，
７１７

３３
，
９５４

１，９５８

Ｈ１１

１５９
，
４３５

７
，

８７０

７７
，
７８０

２０
，
１８３

３２
，
６１７

１９
，
００８

１
，

９７７

Ｈ１２

１７１
，
５６４

２８
，
１３０

８０
，
２１３

４，
２８５

３３
，
１１８

２４，２８３

１
，

５３５

Ｈ１３

１６７
，
３８３

３２
，
７４４

７７
，
５３２

３２
，
７０２

２２，９２９

１
，
４７６

Ｈ・ ぺ Ｈ・・

１３０
．
４５１ １３９，５１５

９
．

３５０ ６
，

３３０

６８
．
６２７ ７７，８５２

０ ０

２７
．
３５８ ２９，４０４

２３．６２１ ２４
，
６１５

１
．

４９５ １，
５５０

単 位 ： 千 円

Ｈ１６ 予 定

１４０，８３３

４
，

８００

８４，０００

２８，０００

２２
，
５００

１，４８０

４７

株 式 譲 渡 割 交 付 金

国・一
僚

Ｌ’
・ 支 ： 拙 稀 金

国 庫補 助 負担 金の 一般 財源 化 による 減 を見 込む。

（１） 国庫負担金

国の制度改正が平成’２年度（
ｆ

護保険関係）・平成’５年度（身
巧

障害者施設支援費）・

平成１６年度 （保育所運営費） と行われ平均値を取る条件が整わないことと国庫補助負担

金の 減額 がな さ れる が 内容 につ いて 現 時点 で は不明 確要 素 があ る 干とか ら、 現 行制 度で

７



（・箏１１１１１１１∵∵∴ ∴
＿赴

（３） 国庫委託金

平 成１ ０年 か ら平成 １ ５年決 算額 の ６年 間 の平 均値 で固 定。

国庫支出金試算 単位：千 円

項

国 庫 支 出 金

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金

国 庫 委 託 金

Ｈ １ ７ 年

９０
，
５８１

７７，１８６

７
，
１１９

６
，
２７６

Ｈ １ ８ 年

９０
，
５８１

７７
，

１８６

７
，
１１９

６
，

２７６

Ｈ １ ９ 年

９０
，
５８１

７７
，

１８６

７
，
１１９

６
，
２７６

Ｈ ２ 年

Ｏ
，
５８１

７
，
１８６

７
，

１１９

６
，
２７６

Ｈ ２ １ 年

９０
，
５８１

７７
，
１８６

７，１１９

６
，
２７６

参 考

※ 国庫 支出金 の 状況 単 位 ： 千 円

項 目

国 庫 支 出 金

国 庫 負 担 金

保育園設置費

国 庫 補 助 金

う ち 投 資 的

国 庫 委 託 金

Ｈ１Ｏ

１７６，１２６

１０５
，
２７１

３０，５２０

６５
，
１７４

２７
，
５３０

５
１

６８１

Ｈ１１

２６５
，
０６４

ｌ１３
，
３２９

３２，２９８

１４６
１
０４５

５
，

９５３

５
，

６９０

Ｈ１２

９０
，
２１０

７３
，
９５３

３６，９０２

９
，
８５６

６
，
４０１

Ｈ１３

１４１，
０１５

７７
，
５５９

３７，４５０

５５
，
９５１

５２，５８５

７
，

５０５

Ｈ１４ Ｈ１５

９０
，
１７８ １２２

，
４０２

７７
，
９４５ １０５

１
８０９

４２，
５２０ ４１１

８１９

７
，

３６６ ７
，
７３５

０ ０

４
，

８６７ ８
，
８５８

Ｈ１６ 当 初

１７４
，
０６９

７７，１８６

８９，８９８

８１，
５５０

６
，

９８５

支 出 金 （国 庫補 助負 担金 の 一般 財源化 に よる 減を見 込 む。）

（１） 県負担金 （国庫負担金と同じ）

国 の制 度改 正が 平成 １２ 年度（介護 保険 関係）、平成 １５ 年度 （身

平成 １６ 年度 （保 育所運 営費） と行わ れ平 均値 を取 る条 件 が整わ な

金 の 減額 が なさ れる が内 容に つ いて 現時 点で は不 明確 で ある こ と

す る こと と して平 成 １６ 年 度当 初予 算で 固定。

障害 者施 設支援 費）、

、こ とと国 庫補 助負 担

、ら、 現 行制 度で 試算

（２） 県補助金

平成１２年から平成１５年決算額の４年間の投資的経費を除く の 平均 値で 固定。

（３） 県委託金

８



平 成１ ０年 か ら平 成１ ５年 決算 額の ６ 年 間の 平均 値で 固定。

（４） 県貸付金

３ ５
， Ｏ Ｏ Ｏ 千 円 で 固 定。

県支出金試算 単 位 ： 干 円
一

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２
！
ｇ 年 Ｈ ２ １ 年

県 支 出 金 １４３
，
３８５ １４３

，
３８５ １４３

，
３８５ １４３

，
３８５ １４３

，
３８５

県 負 担 金 ２９
，
２１７ ２９

，
２１７ ２９

，
２１７ 乞９

，
２１７ ２９

，
２１７

県 補 助 金 ６１
，
６４７ ６１

，
６４７ ６１

，
６４７ 一１

，
６４７ ６１

，
６４７

県 委 託 金 １７
，
５２１ １７

，
５２１ １７

，
５２１ ７

，
５２１ １７

，
５２１

県 貸 付 金 ３５
，
ＯＯＯ ３５

，
ＯＯＯ ３５

，
０００ ５

，
ＯＯＯ ３５

，
ＯＯＯ

参 考

※県支出金の状況

項 目

県 支 出 金

県 負 担 金

保育園設置費

県 補 助 金

う ち 投 資 的

県 委 託 金

県 貸 付 金

Ｈ１Ｏ

１７７，６１６

５０
，
１７３

１５，２６０

７７
，
０９４

１０，６８８

２０
，
３４９

３０
，
０００

Ｈ１１

１８６
，
４１３

５５
，
３７８

１６
，
１４９

８５
，１４７

２２，７５４

１５
，
８８８

３０，０００

Ｈ１２

１４７
，
７７１

３１，６３７

１８
１
４５１

５１，３０２

１５
，
９２６

２９
，
８３２

３５
，
０００

Ｈ１３

１８７
，
４９９

３３
，
１５６

１８
，
７２５

１０６，０８４

４４
，
１０２

１３，２５９

３５
，
０００

Ｈ１４

１６５
，
２２９

３４
，
０９１

２１，２６０

８２
，
６３０

１０
，
１９０

１３，５０８

３５
，
０００

ｌ Ｈ１５

１７９，７７２

４６
，
７９９

２０，９０９

８５
，
６８３

８
，８９１

１２
，
２９０

３５
，
０００

単 位 ： 千 円

Ｈ１６ 当 初

２０７
，
６４９

２９
，
２１７

１３０
，
１８２

６１
，
５０８

１３
，
２５０

３５，
０００

現 時 点で は平 成１ ７年 度 の地 方 財政 計画 が明 確で な いが、 減額 を 想定 て、 臨時 財 政対策 債

につ いて は、 平 成１ ６年 度借 入 額で 推計 し、 １ ７年 度か ら毎 年度、 対 前 比３ ％ 減で 試算。

減税 補て ん債 は Ｈ１ ５決 算額 で固 定。

地方債 （村債） 試算

項 目

地 方 債

臨時財政対策債

減税補てん債

Ｈ １ ７ 年

２２８
，
５００

２１５，ＯＯＯ

１３
，
５００

Ｈ １ ８ 年

２２１
，

５００

２０８，０００

１３
，

５００

Ｈ １ ９ 年

２１５
，
５００

２０２，０００

１３
，
５００

Ｈ ２ ０

２０９
，
５００

１９６，ＯＯＯ

１３
，
５００

単 位 ： 千 円

Ｈ ２ １ 年

２０４，５００

１９１，０００

１３
，
５００

※

除
繰

税改革での起債比率の削減に合わせ臨財債を減額し’ 地域再生債や財政健
ｒ

化債等新たな地方債を

９



参 考

※ 村債 の状 況

項

地 方 債

事 業 分

継 続 分

減税補てん債

臨時財政対策債

減税補てん債借換債

Ｈ１０

４０２
，
１００

３４１
，
３００

１２
，
４００

４８
，
４００

Ｈ１１

１７９
，
１００

１５３
，
６００

１５，０００

１０
，
５００

Ｈ１２

１２２
，
６００

１０３
，
４００

１０
，
０００

９
，

２００

Ｈ１３

２５４
，
９００

１６１，
５００

１１
，
３００

９
，

０００

７３，１００

Ｈ１４

２６０
，
２００

９４
，
７００

８
，

６００

９
，

２００

１４７，
７００

（Ｈ１６ 保 育 園 整 備 事 業 債 １６７，１００ 干 円）

（１） 特別会計繰入金

その 年度 の状 況に より 大 きく 変動 する こ とか ら歳入 と して はＯ

（２） 基金繰入金

財 政調 整基 金よ り毎 年度 繰 り入 れをす る。

繰入金試算

単 位 ： 干 円

Ｈ１５

４０４
，
５００

５７
，１００

１１
，
８００

１３
，
５００

３２２
，
１００

Ｈ１６ 予 定

６１１
，
１００

２４５
，
１００

１２
，
０００

１３
，
９００

２２１
，
０００

１１９，１００

し て 取 り 扱 う。

単 価：千 円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ ○ 年 Ｈ ２ １ 年

繰 入 金 ４０
，
０００ ４０

，
０００ ４０

，
ＯＯＯ ０

，
０００ ４０

，
ＯＯＯ

特 別 会 計 線 入 金

基 金 繰 入 金 ４０
，
ＯＯＯ ４０

，
ＯＯＯ ４０

，
ＯＯＯ Ｏ

，
０００ ４０

，
ＯＯＯ

参 考

※繰 入金 の状 況 単位：千円

項 目 Ｈ１Ｏ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 当 初

繰 入 金 １７
，
３４０ ４１

，
８３５ １４０

，
１００ ２２５

，
４６３ １９９

，
４７１ ２３８

，
７６７ １０６

，
７０３

特 別 会 計 繰 入 金 １７
，
３４０ １０

，
７０５ ０ ６

，
８７３ ２９

，
７９３ ９，４５５ ３

基 金 繰 入 金 ０ ３１，１３０ １４０，１００ ２１８，５９０ １６９，
６７８ ２２９

，
３１２ １０６

，
７００

参 考
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分 担 金、 負 担 金

分担 金 はＯ、 負 担金 は平 成 １６年 当 初で 固定。

分 担 金、 負 担 金 試 算 単位：千円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ ♀ 年 Ｈ ２ １年

合 討 ６６
，
３５０ ６６

，
３５０ ６６

，
３５０ ６

，
３５０ ６６

，
３５０

分 担 金

負 担 金 ６６
，
３５０ ６６

，
３５０ ６６

，
３５０ ６

，
３５０ ６６

，
３５０

参 考

※ 分担 金、 負 担金 の状 況 単位：千円

項 目 Ｈ１Ｏ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 当 初

合 計 １０４
，
６８０ １０９

，１９６ ７３
，
７１０ ７３

，
３７２ ７０

，００９ ６８
，
９９４ ６６

１
３５１

分 担 金 １
，
０５８ ３０ ２ ６６ ３６０ １ １

負 担 金 １０３，６２２ １０９
，
１６６ ７３

，
７０８ ７３

，３０６ ６９
，
６４９ ６８

，
９９３ ６６，３５０

使用 料、 手 数 料 は平成 １０ 年か ら 平成 １５ 年決 算額 の６ 年間 の 平均イ

使用 料、 手 数 料 試 算

で 固定。

単 位 ： 千 円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９年 Ｈ ２ 年 Ｈ ２ １ 年

合 叶 ４７
，

２６４ ４７
，
２６４ ４７

，
２６４ ４

，
２６４ ４７

，
２６４

使 用 料 ３４
，
４９８ ３４

，
４９８ ３４

，
４９８ ３

，４９８ ３４
，
４９８

手 教 料 １２
，
７６６ １２

，
７６６ １２

，
７６６ １

，
７６６ １２

，
７６６

参 考

※分 担金 等 の状 況 単位：干円

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 当 初

合 計 ４０
，
８４４ ４２

，
５８０ ３９，０３２ ３６

，
１２３ ６１

，
４１４ ６３，３８９ ６２，４３１

使 用 料 ２７，８６８ ２７
１
８４７ ２５

，
１３３ ２３

，
３８０ ４９，８１１ ５２

，
９５３ ５２

，
０６３

手 数 料 １２
，
９７６ １４，７３３ １３

，
８９９ １２

，
７４３ １１

，
６０３ １Ｏ，６４２ １０

，
３６８

参 考

使用 料、 手 数 料 は平成 １０ 年か ら 平成 １５ 年決 算額 の６ 年間 の 平均イ
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財 産 収入 ・ 寄 付 金

財産 収入 は平 成１ ６年 当初、寄 付 金につ い て は試算 困難 のこ とか ら １ ０ ００ 千円 で 固定。

財産 収 入 ・ 寄 付 金 試 算 単位：千円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９年 Ｈ ２ ０ Ｈ ２ １年

財 産 収 入 ８００ ８００ ８００ ８００ ８００

寄 付 金 １
，
ＯＯＯ １

，
ＯＯＯ １

，
０００ １

，
０００ １

，
Ｏ００

※ 財産収 入 につ いて は、 公有 地の 処分 等 予定 され るが、 今 回 はそれ らを 込ま ない で試 算。

参 考

※財 産収 入・寄 付金 の状 況

項 目

財 産 収 入

寄 付 金

Ｈ１０

９
，
４２５

１２，
７９２

Ｈ１１

１０
，
４９９

１８
，
８１０

Ｈ１２

１Ｏ
，
８９６

１２
，
８５１

Ｈ１３

５１１９６

１２
，
４７８

Ｈ１４

１２，８６３

２２
，
７１３

Ｈ１５

２，６７４

２０
，
７３４

単 位 ： 千 円

Ｈ１６ 当 初

８００

１
，
００６

諸 収 入

平成 １６ 年当 初 で固定 し、 競 輪収 入を 加算。

諸 収 入 試 算 単位：千円

項 目 Ｈ １ ７年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ 年 Ｈ ２ １ 年

合 計 ３４２，２７２ ３４２，２７２ ３４２，２７２ ３４，２７２ ３４２，２７２

諸 収 入 ２７２
，
２７２ ２７２

，
２７２ ２７２

，
２７２ ２７ ，２７２ ２７２

，
２７２

競 輸 事 業 収 入 ７０
，
ＯＯＯ ７０

，
ＯＯＯ ７０

，
ＯＯＯ ７

，
ＯＯＯ ７０

，
ＯＯＯ

参 考

※ 諸収 入 の状 況 単位：千円

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 当 初

合 計 ７０９
，
８５１ ５７６

，
８３１ ３０３

，
９５３ ２７６

，
３９１ ２６９

，
２３０ ２８４，１６３ ４６３

，
８３４

諸 収 入 ３０９
，
８５１ ３２６

，
８３１ ３０３

，
９５３ ２７６，３９１ ２６９

，
２３０ ２９１

，
１０１ ２７２

，
２７２

競 輪 事 業 収 入 ４００，
０００ ２５０

，
０００ ０ ０ Ｏ ０ １９０，

０００
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歳 出

件

（１） 議員報酬手当

平成 １６ 年度 当初 予算 額 で固定。

（２） 特別職給与

平成 １６年 度 当初 予算 額で 固定。 （村長 １０％、 教 育長 ３％減 額す

（３） 職員給与

平成１ ６年 度 当初 予算 額で 固定 し （定期 昇 給と 人勧で Ｏ と する。

に考 慮 しな がら 職員 定数 の目 標を ８０ 人 （職員 採用 含 む） とする。

職員給４億５千万円以下）

る。）

定年退職者を年度別

（Ｈ ２ ０ 年 で ８０ 人、

幾簑麦鴛 ㌫鵜 肘 鵜
↑

舳継続す

平成１５年度見込額で固定 （共済費の追加負担分が不明確のた

年 度別 に考 慮 し試 算。

，

人 件 費 試 算

） し、 定 年退 職者苔

単位：千円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ ０ Ｈ ２ １ 年

人 件 資 ７０８，２４９ ７０８
，

２４９ ６９７
，
８４９ ６６０

，
２４９ ６６０

，
２４９

議 員 報 酬 手 当 ５９
，
９０７ ５９

，
９０７ ５９

，
９０７ ５９

，
９０７ ５９

，
９０７

特 別 識 給 与 １９
，
２２３ １９

，
２２３ １９

，
２２３ １９

，
２２３ １９

，
２２３

職 貫 給 ４８１
，
６６２ ４８１

，
６６２ ４７３

，
３６２ ４４４

，
９１３ ４４４

，
９１３

そ の 他 １４７
，
４５７ １４７

，
４５７ １４５

，
３５７ １３６

，
２０６ １３６

，
２０６

職 貝 数 ８６ ８６ ８５ ８０ ８０

（４） その他

平成１５年度見込額で固定 （共済費の追加負担分が不明確のた ） し、 定 年退 職者 を
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参 考

※人件費の状況 単 位 ： 干 円

項 目

人 件 費

議 員

特別職

職 員

その他

職 貝 数

Ｈ１Ｏ

８５１
，
７１１

６９，９３８

４１
，
２１７

５５３
，
０３２

１８７，５２４

１０３

Ｈ１１

８２６
，
２７４

５９
，
９３３

４０
，
３０３

５３５
，
９０９

１９０
，
１２９

１００

Ｈ１２

８２８
，
３９２

６０
，
２０７

３９
，
５６３

５３６
，
２９９

１９２，３２３

９９

Ｈ１３

８１８
，
９９９

６０
，
００６

３９
，
７２７

５２７
，
１２９

１９２，１３７

９５

Ｈ１４

８２４
，
３２４

５９
，
２６７

３５
，
５７３

５３２
，
６１５

１９６
，
８６９

９８

Ｈ１５

７２６，４９８一

５３
，
９０８

２０
，５７７

４７３
，
８２３

１７８
，
１９０

９２

Ｈ１６ 見 込

７３１
，
９８４

５３
，
６４２

１９，２２３

５０４
，
６３０

１５４
，
４８７

９１

扶 助 、、一
費 （福祉 ・教 育分 野で の制 度と して 支給 され て いる経 費

平 成 １４ 年度 決算 を基 準 と して、 ①高 齢 者福祉 につ い て は６ ５歳 以

単価 を求 め 各年 度の ６ ５歳 以上 の推 計人 口 で推 計。 ② 医 療費 助成 につ

たり の扶 助 単価 を求 め推 計 人口 で推 計。 ③ 児童福 祉 費に つい て は、 ０

当た り の扶 助費 単価 を求 め 各年 度の ０か ら １４ 歳の 推計 人口 で 推計。

口 で１ 人当 たり の扶 助 費単 価を 求め 各年 度 の推 計人 口で 推計 し たも の

の１ 人当 たり 扶助 費

、て は、 総 人 口 １ 人 当

、ら １ ４ 歳 人 口 の １ 人

その他扶助費は総人

合 算 し、 平 成 １ ２ 年

機
５年度決勒平均伸率を乗じて試凱 舳 年以降は

１
的身障者在宅支援分

扶助費試算 単 位 ： 千 円

項 目

扶 助 費

Ｈ １ ７ 年

１８１
，
２７７

Ｈ １ ８ 年

１８１
，
３７１

Ｈ １ ９ 年

１８１
，
４６４

Ｈ２０秤

１８１
，
５５７

Ｈ ２ １ 年

１８１
，
６５１

参 考

※扶助費の状況 単位 ： 千 円

項 目

扶 助 費

Ｈ１０

１８６
，
３３２

Ｈ１１

２６１
，
０４９

Ｈ１２

８７
，
３８０

Ｈ１３

１００，５６７

Ｈ１４

ｌ０５，８１３

Ｈ１５

１６６，３２２

Ｈ１６ 当 初

１６４，４３７

公 債
．

’費 （借入 金 の元利 償 還経 費）

平成 １ ５年 度ま での 発行 分 につ いて は償 還 計画 によ る。 臨 財債、 減

を 加算 し試 算。

補てん債の償還計画
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公債費試算 単位 ： 千 円

項

公 債 費

Ｈ １ ７ 年

３３１，８６７

Ｈ １ ８ 年

３３２，５５０

Ｈ １ ９ 年

３２５
，１７０

Ｈ ２ ０１年

３４９，４１０

Ｈ ２ １ 年

３４７，１８３

参 考

※公債費の状況 単 位 ： 千 円

項

公 債 費

Ｈ１０

３２１
，
９８４

Ｈ１１

３３０
，
２８２

Ｈ１２

３５７
，
３５７

Ｈ１３

３５９
，１５６

Ｈ１４ Ｈ１５

３６４，８１９ ３６９
，
９７７

Ｈ１６ 当 初

４５８
，
５１５

（Ｈ １ ６ 年度 当 初 予 算 は 減 税 補 て ん 債 繰 上 償 還 分 １１９，１００ 干 円 含 む）

（賃 金 ・ 旅 費 ・ 交 際 費 ・ 需 用 費 ・ 委 託 料 ・ 使 用 料）

平成 １６ 年当 初予 算額 を基 本 として 平成 １ ７年 度か ら毎 年度、 対 前

物件費試算

比４ ％削 減で 試算。

単位 ： 千 円

項

物 件 費

Ｈ １ ７ 年

６２５，３２０

Ｈ １ ８年

６００，３０８

Ｈ １ ９ 年

５７６
，
２９６

Ｈ ２ ０

５５３ ２４５

Ｈ ２ １ 年

５３１
，

１１６

参 考

※ 物件 費の 状況 単 位 ： 干 円

項

物 件 費

Ｈ１０

７２３
，
６４０

Ｈ１１

６７２
，
８８１

Ｈ１２

５９８
，
４７３

Ｈ１３

５６７
，９４６

Ｈ１４ Ｈ１５

５９７，２４４ ６１３，１３４

Ｈ１６ 当 初

６５１，３７４

（公 共施 設維 持 補修 ・除 雪・ 排雪 経 費）

平成 １０ 年 度か ら平 成１ ５年 度 決算額 の ６年 間の 平均 値で 固定。

維 持 補 修 費 試算 単位：千円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １９ 年 Ｈ ２ ０ 年 Ｈ ２ １ 年

維 持 補 修 費 ５０，２１０ ５０，２１０ ５０
，
２１０ ５０２１０ ５０，２１０



参 考

※維持補修費の状況

項

維 持 補 修 費

Ｈ１０

５５
，
５３５

Ｈ１１

４７
，
０１０

Ｈ１２

３９
，
５４４

Ｈ１３

３９，２８９

Ｈ１４

５３
，
６１１

補 助 費 （各種団体等への補助金・報償費）

初工簑ニニ幾 業葦勝 幾工♂機自
一部 事務 組合 と下 水道 以外 は平 成 １７年 度か ら 毎年度、 対 前年 比３ ％削

単位 ： 干 円

Ｈ１５

６６
，
２６６

Ｈ１６ 当 初

３８
，
１８９

平均値 に Ｈ１６ 年度 当

た も の で 試 算。 な お、

減で言式算。

補 助 費 試 算 単位：千円

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ 年 Ｈ ２ １年

補 助 責 ８４５，２６８ ７９８
，
８８１ ７６２

，
６８５ ７５ ６７５ ７５０

，
８４６

一部事務組合負担 ２４２，３５６ ２４２，３５６ ２４２，３５６ ２４ ３５６ ２４２，３５６

下 水 道 分 ３９０
，
ＯＯＯ ３５０

，
０００ ３２０

，
ＯＯＯ ３２ ＯＯＯ ３２０

，
０００

参 考参 考

※補助費の状況 単 位： 千円

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 当 初

補 助 費 ７９４，１４３ ８６３，００６ ８６１
，
８４１ ８９８

，
３３６ ８７１

，
１６０ ８０９

，
６０７ ８１８

，
３３１

’部 事 務 組 合 ２３１
，
５４５ ２３８

，
８１３ ２４６

，
６１１ ２５５

，
９２８ ２５９

，
８口 ２４４，１５５ ２４２，３５６

下 水 道 分 ３７４，３９３ ３８８
，
２８２ ４０８

，
２８２ ４２３

，
２８２ ３８０

，
０００ ３３０

，
０００ ３２０

，
０００

繰 出 金 （他の特別会計へ繰出）

介護 保険 繰 出の 考慮 並 びに職 員給 与 組替 え を行 い、 平成 １６ 年度 見’ 額 に６ ５歳 以上 の推

計 人口の 伸 び率 を加 算 して 試 算。 （１ ５年 度ま で は人件 費含 む・ ・決算 計上）

繰 出 金 試 算 単位：千円

項

繰 出 金

Ｈ １ ７ 年

ｌ０８
，
６６６

Ｈ １ ８ 年

１０９
，

３５６

Ｈ １ ９ 年

１１Ｏ
，
０４７

Ｈ ２ ０

１１０
，

１６

額 に６ ５歳 以上 の推

７３７

Ｈ ２ １ 年

１１１，４２８



参 考

※繰 出金 の状 況

項 目

繰 出 金

Ｈ１０

９３
，
５３０

Ｈ１１

８１
，
７６７

Ｈ１２

１３３，
２４２

Ｈ１３

１６７，８５９

Ｈ１４

１５９
，
ｌ０７

（Ｈ１４ は 温 泉 繰 出 し ６０，８９９ 千 円 を 除 く）

投 資・ 出 資 金

平 成 １６ 年度 当初 予算 額で 固定。

投資・出資金試算

単 位 ： 千 円

Ｈ１５

１４９
，
１４０

Ｈ１６ 見 込

１０７
，
０６４

単 位 ： 千 円１ ’ １ ’ 、 ［ ’ １ ． ■１－ １ ’ ■ １
一■「Ｉ Ｉ■工‘ ■ ■ ■ 』

項 目 Ｈ １ ７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ ０ 年 Ｈ ２ １ 年

投 資 ・ 出 資 金 ４２３ ４２３ ４２３ ４２３ ４２３

参 考

※ 投資 ・出 資 金の 状況 単位：千円

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５
一

Ｈ１６ 当 初

投 資 ・ 出 資 金 ２５
，
７２６ １２

，
０１８ １２

，
３３８ ｌ１

，
９１６ ３０，２１５ ５０

，
２１７ ４２３

う ち 下 水 道 分 ２５
，
６０７ ｌｌ，７１８ Ｕ，７１８ ｌｌ

，
７１８ ３０

，
ＯＯＯ ５０

１
０００ ０

一

貸 付 金 （産業育成資金等制度資金への貸付）

平成 １６ 年度 当 初予 算額 で固 定。

貸 付 金 試 算 単位：千円

項 目 Ｈ １７ 年 Ｈ １ ８ 年 Ｈ １ ９ 年 Ｈ ２ ０ 年 Ｈ ２ １ 年

貸 付 金 １９２，７６０ １９２，７６０ １９２，７６０ １９２ ７６０
ｉ

１９２，７６０

参 考

※ 貸付金 の 状況 単位：千円

項 目 Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ 当 初

貸 付 金 ３８０
，
４２４ ２５８

，
８１６

‘
２３４，

２０８ ２１３，
８６２ ２００

．
７６０ １９６

，
４００ １９２

，
７６０

１７１７



投 資 的 経 費 （建設事業費）

実施 計画 計 上事業 につ い て は、 事 務事 業の 見直 しを 含め 再検 討す る と か ら 計 上 し な い。
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※中期財政試算

歳

薫中 期 財 政 試 算

毫 入 単位：千円

項 目 Ｈ１７年 度 Ｈ１８年 度 Ｈ１９年 度 Ｈ２０年 度 Ｈ２１年 度

村 税 ９０５，６６９ ９０３
，
９０６ ９０２

，
１７７ ９００

，
４８８ ８９８，８３４

地 方 交 付 税 ９９７
，
９０９ ９５７

，
９９２ ９１９，６７２ ８８２

，
８８５ ８４７

，
５６９

地 方 譲 与 税 ８４
，
０００ ８４，０００ ８４，０００ ８４

，
０００ ８４

，
Ｏ００

交 付 金 等 １４０，８３３ １４０
，
８３３ １４０

，
８３３ １４０

，
８３３ １４０，８３３

国 庫 支 出 金 ９０
，
５８１ ９０

，
５８１ ９０

，
５８１ ９０，５８１ ９０

，
５８１

県 支 出 金 １４３
，
３８５ １４３，３８５ １４３

，
３８５ １４３

，
３８５ １４３，

３８５

地 方 債 ２２８，５００ ２２１，５００ ２１５
，
５００ ２０９

，
５００ ２０４，５００

繰 入 金 ４０
，
０００ ４０

，
０００ ４０

，０００ ４０
，
０００ ４０

，
０００

分 担 金 ・負 担 金 ６６
，
３５０ ６６，３５０ ６６

，
３５０ ６６

，
３５０ ６６

，
３５０

使 用 料・手 数 料 ４７，２６４ ４７
，
２６４ ４７

，
２６４ ４７

，２６４ ４７
，
２６４

そ の 他 ３４４
，
０７２ ３４４

，
０７２ ３４４，０７２ ３４４

，
０７２ ３４４

，
０７２

歳 入 合 計 ３
，
０８８

，
５６３ ３，０３９，８８３ ２

，
９９３

，
８３４ ２

，
９４９

，
３５８ ２

，
９０７

，
３８８

歳 出 単 位：千円Ｉ ■■ 一’ ■ ． ■ ’

項 目 Ｈ１７年 度 Ｈ１８年 度 Ｈ１９年 度 Ｈ ０年 度 日２１年度

人 件 費 ７０８
，
２４９ ７０８

，
２４９ ６９７，８４９ ６６０

，
２４９ ６６０

，
２４９

義

務

扶 助 費 １８１
，
２７７ １８１，３７１ １８１

，
４６４ １８１

，
５５７ １８１

，
６５１

公 債 費 ３３１，８６７ ３３２
，
５５０ ３２５

，
１７０ ３４９，４１０ ３４７，１８３

計 １
，
２２１

，
３９３ １

，
２２２

，
１７０ １

，
２０４

，４８３ １，１９１，２１６ １，１８９
，
０８３

物 件 費 ６２５
，
３２０ ６００，３０８ ５７６

，
２９６ ５５３

，
２４５ ５３１

，
１１６

経

常

維 持 補 修 費 ５０
，
２１０ ５０

，
２１０ ５０

，
２１０ ５０

，
２１０ ５０，２１０

補 助 費 等 ８４５
，
２６８ ７９８

，
８８１ ７６２

，
６８５ ７５６，６７５ ７５０

，
８４６

言十 １
，
５２０

，
７９８ １，４４９，３９９ １，３８９

，
１９１ １

，
３６０

，
１３０ １

，
３３２

，
１７２

繰 出 金 １０８
，
６６６ １０９

，
３５６ １１０

，
０４７ １１０，７３７ １１１，４２８

投 資 的 経 費

そ の 他 １９３，１８３ １９３
，
１８３ １９３

，
１８３ １９３

，
１８３ １９３

，１
８３

歳 出 合 言十 ３
，
０４４

，
０４０ ２

，
９７４

，
１０８ ２

，
８９６

，
９０４ ２，８５５，２６６ ２，８２５，８６６

差 引 単位：千円

項 目 Ｈ１７年 度 日１８年 度 Ｈ１９年 度 Ｈ ○年 度 Ｈ２１年 度

歳 入 一 歳 出 ４４
，
５２３ ６５，７７５ ９６

，
９３０ ９４

，
０９２ ８１

，
５２２

１９


